
東海村第３次行財政改革大綱 平成１９年度実施計画実績の概要
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累計

H19年度
実績額 ２億７，１１１万９千円

目標額 ２億６，９１２万円

目標額 １４億１，６７０万円

億

１．大綱に掲げる実施項目69件の実施状況

２．取組による財政効果額

①実施済となった項目 ２４件（３５％）
☆平成１９年度において実施済となった項目 ７件

・加除式図書の見直し
・附属機関等の委員報酬見直し
・パブリックコメント制度の確立 など
※平成１８年度に実施済となった項目は１７件

②実施中となった項目 ４３件（６２％）
③検討中となった項目 ２件（３％）
☆②，③のうち達成目標年度を過ぎている項目 ９件
・年次計画の変更をするなど，達成に向け重点的な取り
組みを進めていく。

0

実績額 ６億９，３４５万７千円・・・・・（内訳）H⑰ 1億1,919万3千円 H⑱ 3億 314万5千円



 

■平成１９年度において「実施済」となった実施項目（７件） 

№ 
実施
項目
番号 

実施項目 実施内容 

１ １６ 職員のセキュリティ意識の高揚 

住民の個人情報保護などの観点から，情報の取扱いに関して各種研修会を開催し，職員のセ
キュリティ意識の高揚を図りました。主な取り組みとして，セキュリティ研修（新規採用職
員研修ほか），イントラネット庁用掲示板によるセキュリティ情報の提供（インターネット
の閲覧，ウイルス情報，セキュリティパッチ当て作業情報）を実施しました。 

２ ２３ 各種申請書の様式の見直し 

各種申請書について，より分かりやすく，記入しやすい申請書になるよう見直しを実施しま
した。主な見直しとしては，「印鑑登録証明書交付申請書」について，一枚の申請書で本人
を含む３人分の申請ができるよう様式を見直したほか，「軽自動車税用住所証明書交付申請
書」について，平成２０年５月の住民基本台帳法の一部改正に向けた修正や記入箇所の簡素
化を図りました。 

３ ３３ 早出遅出勤務・フレックスタイム制度などの導入検討 

育児や介護を行う職員の早出遅出勤務のための条例改正（平成20年 4月1日施行）を実
施しました。また，業務内容，勤務状況，人員配置等を勘案の上，弾力的な制度の導入につ
いて検討し，可能な施設において，施設の開閉庁時間に合わせた出退勤時間の調整を行いま
した。※保育所，総合支援センター「なごみ」 

４ ３４ 加除式の法令集などの見直し 
各課で購入している加除式法令集について，実態調査を実施し，必要性の薄れたものについ
て廃止しました。また，庁舎内図書室での一括管理を促し共有化を図りました。 
※加除式図書廃止件数１１冊＝１９１冊（平成１８年度）－１８０冊（平成１９年度） 

５ ４６ 補助金の実績概要の公表 
補助金に対する透明性の向上を図るため，「広報とうかい」（１１月１０日号）で，補助金
の概要及び性質ごとに区分した実績について公表しました。 

６ ４８ 附属機関等の委員報酬の見直し 
これまで一律７，０００円（医師等を除く）で支払われていた附属機関等の委員報酬につい
て，附属機関と附属機関に準ずる機関とに区別し，準ずる機関の委員報酬の引き下げを行い
ました。 

７ ６１ パブリックコメント制度の確立 

政策形成過程の情報を広く村民等に提供し，村民等からの意見及び情報の充実を図り，開か
れた村政運営に寄与することを目的とした「東海村意見公募手続実施要綱」（平成２０年４
月１日施行）を策定し，村が策定する計画などについての意見公募手続を統一化したルール
のもとで実施できるようにしました。 



 

■平成１９年度財政効果額（２億７，１１１万９千円）の内訳 

実施

項目

番号 

実施項目 内   容 財政効果額 

10 定員の削減（※） 
平成１７年４月１日現在の職員数４６５人を基準として、平成２２年４月１日までに
５％の職員数削減を目指している。平成２０年４月１日現在の職員数は４４３人（４．
７％削減）となり、2２人分の人件費節減につながった。 

１億５，８４０万円 

24 徴収嘱託員による村税の徴収 
税金滞納者への継続的な滞納整理を行うとともに、新規滞納者への早期督促を重点目標
として取り組んだ。 

１億１１３万円 

25 茨城租税債権管理機構への徴収委託 
高額滞納者に対する徴収業務を「茨城租税債権管理機構」に委託することで、徴収率の
向上に努めた。 

６３８万円 

26 滞納整理特別対策本部による徴収 
１０月から１１月にかけて、企画総務部、福祉部、建設水道部の部課長および担当者が
臨戸訪問による滞納整理を実施した。 

１０６万４千円 

29 下水道使用料（滞納分）の徴収 ６４３万６千円 

31 水道使用料（滞納分）の徴収 

督促状や電話による催促、担当者による戸別訪問を行い、滞納料金の徴収に努めた。 

７７１万５千円 

32 時間外勤務の縮減 
一人当たりの時間数は１．２％増（H16 年度比）で，時間外手当額については，前年
度に比べ１２，０４６千円増加した。 

△１，２０４万6千円 

35 文書ファイルの再利用 
保存年限を過ぎた文書の廃棄にあたり、不用となった文書ファイルの再利用に努めた結
果、Ａ４サイズのファイル（1,000 円／冊）に換算して１，３０５冊を再利用するこ
とができた。 

１３０万５千円 

45 補助金の見直し 補助金審議会での審議や予算編成作業を通し、３件の補助金の整理合理化を図った。 ７３万５千円 

  合計    ２億７，１１１万９千円 

 


